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川崎市の工場跡地を利用したまちづくりの活性化の要素とは 

～人口増加を伴う急速な発展を遂げた武蔵小杉の例で考えてみる～ 

はじめに  

 1960 年～70 年代の川崎市は、京浜工業地帯を中心に大気汚染や水質汚濁など、環境汚染し

た公害のまちとして広く認知されていた。その後、臨海部では環境汚染にも繋がった重化学工

業の衰退や経済構造の転換や規制により工場の移転が起き始めた。多摩川周辺部も重工業を支

える軽工業の工場が存在していたが同様に工場の移転が起き始めた。その結果、川崎市は多く

の工場跡地が発生したが、すべての工場跡地が再開発され活性化されたとはいえない。 

 国の地方再生施策である都市再生予定地域として、神奈川県では、横浜都心・臨海地域、横

浜上大岡駅西地域、川崎駅周辺地域、羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域（都県跨ぎ）など

がある。 

 一方、行政主導の再生施策対象エリアでもない武蔵小杉エリアは、工場跡地の再開発開始か

ら 10 年程で急速に鉄道、道路などのインフラの整備やまちづくりが進んだ。 

 武蔵小杉が短期間で急速な活性を成し遂げた要因は何であるのかを探り、行政・民間デベロ

ッパー、その他それぞれの役割は何であるのか、また急速な発展の故の課題についても探って

いきたい。 

 

１．臨海部と多摩川周辺部の工業化と鉄道を中心にした開発の歴史をさかのぼってみてみる 

・1899 年（明治 32）川崎大師参詣客に向けて大師電気鉄道（現・京浜急行電鉄）開通。関東圏

初の電車 

・1906～1909 年（明治 38～41） 多摩川下流沿岸から臨海部に横浜製糖（現・大日本明治製

糖）、東京電気（現・東芝）、富士紡績（現・富士紡ホールディングス）、日本蓄音機商会（現・

日本コロンビア）、鈴木商店（現・味の素）、いすゞ自動車など工場設立 

・1906 年（明治 39） 浅野財閥が海浜地域を埋め立て、浅野セメント（現・太平洋セメント）、

日本鋼管（現・JFE エンジニアリング）工場設立（川崎町は工場誘致を進めるために道路整備・

多摩川治水・上水道建設を推進） 

・1924 年（大正 13） 川崎市が市政施行（川崎町、大師町、御幸村が合併） 

・1926 年（昭和元） 東急横浜電鉄（現・東急東横線）丸子多摩川～神奈川間が開通 

・1927 年（昭和２） 南武鉄道（現・JR 南武線）川崎～登戸間が開通 

・1939 年（昭和 14） 南武線沿いに軍需工場が進出 

・1945 年（昭和 20） 川崎大空襲により工場密集地帯が焼失 



・1945 年 戦災地復興計画基本方針策定 臨海部を工業地帯、多摩川周辺部の川崎中央内部を

軽工業地帯とし工業都市として整備 

・1950 年（昭和 25） 臨海部の埋め立て事業再開し、工業用地を造成。日本石油化学東京電力

川崎火力発電所が進出、日本最大の石油化学コンビナートへ発展 

・1953 年（昭和 28） 多摩川田園都市構想が発表（東急沿線のニュータウン化） 

・1960 年（昭和 35） 川崎市公害防止条例公布 

・1999 年（平成 11） 川崎市公害防止等生活環境保全に関する条例公布 

  

２.武蔵小杉周辺の変遷と地形的要素の関わり 

 多摩川は自然堤防が発達しており、表層地層は砂地あり基盤である上総層群の埋没段丘盤の

深さも浅いことから、大工場が進出し、それを支える中小の軽工業の工場も多摩川河川敷周辺

の武蔵小杉にも存在してきた。その後、工場立地に関する規制などにより武蔵小杉に存在して

いた工場は事業所統合や海外移転などにより次々に移転し、結果として工場跡地に広大な空き

地が生まれることとなった。 

 

 具体的には 

・多摩川の河川から採掘した砂利を運搬するために、南武鉄道（現 JR 南武線）が開通。河川か

ら砂利を採取したため多くの池ができ、埋め立てて企業のグランド、社員寮などに活用。 

・多摩川河川敷が広がったエリアは、広大な土地があり、鉄道沿線でもあり、京浜工業地帯の

一角をなし、1930 年（昭和 5 年）から印刷、通信機器製造工場などが多く設立され、そこに働

く人々の住宅も多く存在し、銀行、保険会社所有の運動場も併せて設置。 

・1959 年制定の「工場立地法」、「首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律」ら

により、大規模工場の新設には外部に用地を求めて移転、工業集積程度の低い地域（誘導地域）

への誘導も進み、川崎市は工業移転を促進する立場となった。さらに、バブル崩壊（1991 年）

など時代の趨勢により、次いで工場の移転が始まる。 

 それに伴い、工場移転、近隣に存在した社員住宅や銀行が保有していた運動場など次々に撤

退することとなり、武蔵小杉エリアに広大な空き地が生まれ始めた。 

・多摩川河川敷の湿地、池、グランド跡地は等々力エリアとなり、J リーグフロンターレの本拠

地や、野球場、陸上競技場などスポーツのまちの基礎となる。 

   

３．武蔵小杉駅周辺エリアの活性化につながった要素とは 

 武蔵小杉駅周辺に工場跡地である広大な空地ができる計画が発表され、複数の鉄道が交差し

ている交通の要所でもあることから、川崎市は武蔵小杉を川崎市の第三の都市として位置づけ、

工場跡地を利用した大きなまちづくり構想を練ることとなった。 

 川崎市では 1997 年（昭和 62）に「再開発地区計画制度」が創設し、武蔵小杉駅周辺を「整



備誘導型」のまちづくり推進地域としたが、当初は駅の両側を対象としたコンパクトな再開発

が計画されていた（図１参照）。  

 工場移転とともにできた武蔵小杉駅周辺の跡地には、2006 年（平成 18）から公共機関の庁

舎が駅周辺に移転するとともに、1997 年（平成９）建築基準法の改正による規制緩和によって

高層マンションの建設が可能となっていたことから、複数のデベロッパーによって次々と高層

マンションの建設が始まった。 

 そこで、2005 年（平成 17）策定の川崎市新総合計画では「小杉駅周辺まちづくり推進地域構

造」を定め、「民間活力を生かした魅力ある広域拠点の形成を図る地区」とし、市民、事業者、

行政による協働のまちづくりとして再位置付けとなった。  

 2010 年（平成 22）には JR 横須賀線に武蔵小杉駅が開業したことから、更に住宅地や商業地

として利便性が向上したことで、高層マンションの建設が更に増加し、武蔵小杉のある川崎市

中原区の人口は 2003 年から 2022 年（令和４）の 20 年間で約 6 万人増という急速な人口増加

を伴う活性化したまちとなった。 

 

１）川崎市の役割 

・2003 年（平成 15）都市再生総合整備事業制度として、小杉駅周辺地区（約 115ha）を特定地

域とし指定。 

・2003 年（平成 15）JR 南武線と交差する横須賀線に新駅開設を要請。2005 年（平成 17）に

川崎市と JR 東日本間との間で基本合意がなされ、2010 年に新駅が開業となる。 

・2005 年新総合計画「川崎再生フロンティアプラン」において、「小杉駅周辺まちづくり推進

構想」が策定。 

・道路整備、電線の地中化などのインフラ整備推進 

２）民間企業の役割 

・2005 年（平成 17）NEC 多摩川ルネッサンスシティノースタワー竣工。NEC は敷地の一部を

売却し、JR 改札、バスロータリー、高層マンションなどが竣工 

・2007 年（平成 19）から本格的に工場跡地の再開発が始まる。（図２，３参照） 

 不二サッシ工場敷地→高層マンション建設（UR、鹿島建設） 

 運動場跡地→高層マンションと公共施設（三井不動産） 

 変電所跡地→高層マンションと公共施設（東急不動産） 

 東京機械跡地→大型商業施設（セブン＆アイグループ） 

・2022 年（令和４）等々力緑地エリア（親水エリア）の再開発（東急グループ）開始。 

３）エリアマネジメント（住民）の役割 

 単一のデベロッパーによる開発されたまちであれば、その維持管理は開発企業の負担と責任

で維持されるはずであるが、武蔵小杉駅周辺では複数のデベロッパーにより開発されたゆえ、

開発企業頼みでは難しく、住民が主体となるエリアマネジメントの存在が必要である。2007 年



（平成 19）設立の NPO 法人小杉駅周辺エリアマネジメント→2023 年（令和 5）一般社団法人

武蔵小杉エリアマネジメントとなり、地域環境保全や活性化や住民と企業や行政との橋渡しを

行っている。また再開発に伴い他から流入してきた新しい住民と従来からの住民間のコミュニ

ティづくりも地域の活性化と持続には欠かせない存在となっている。 

 

4．急速な発展に伴う課題と対応状況 

 多くの高層マンション建設により想定以上の急速な人口増加をもたらしたことでの弊害も出

てきている。駅の混雑（一日約 45 万人）、保育所等の待機児童数（ようやく 2021 年で０とな

ったが、潤沢な保育所は準備できていない）、防災対策の遅れ（2019 年台風 19 号による冠水な

ど）、高層マンションによる日照時間などの課題も顕在化している。 

JR 武蔵小杉駅の混雑緩和の後追いの対応として、2018 年（平成 30）にラッシュ時のみ使用可

能な臨時改札の開設、2022 年（令和４）にはホームを増設し、上りと下りを分けることによる

混雑緩和など、順次対策は取られている。 

 

５．まとめ 

 川崎市の工場跡地を利用したまちづくりの活性化の要素について、武蔵小杉の例で考えてみ

た。武蔵小杉の活性化の要因のひとつは、多摩川周辺にあった軽工業の工場移転後に生まれた

空地があり、都心にも近く、かつ鉄道の要所であるという地理的要素が第一にある。 

 大規模な工場跡地利用開発と大きく異なる点は、武蔵小杉に存在していた工場は複数の異な

る企業体であり、移転の時期や再開発にあたるデベロッパーも異なっていた。また工場跡地の

広さがやや小規模であったことと、建物建築の規制緩後でもあり高層マンション建設がまさに

適した場所となっていったことが、武蔵小杉の急激な人口増加をもたらし、再開発が活性化し

たといえよう。多くの高層マンション建設により、新しい住人の流入が商業施設誘致にもつな

がり、さらに活性化が加速し知名度が上がったまちとなっていった。 

 一方、急速な再開発によりインフラ整備が追い付いていない、都市計画が十分できていない

などの課題も残されている。工場跡地を利用し活性化した武蔵小杉が持続可能なまちとして存

続するためには、これからも継続して、市民、事業者、行政の協働によるまちづくりを行い続

けていかねばならないであろう。 

                                    以上 

 

 

 

 

 

 



参考写真 

 
【図１ ㈱日本設計】 

（1988 年）当時は駅両側の商業施設誘致を主としたまちづくり計画だった 

 

 
【図２ ㈱日本設計】 

（2004 年）工場跡地の再開発前の武蔵小杉駅周辺 

 

 
【図３ ㈱日本設計】 

（2013 年）工場跡地再開発が進み始めた武蔵小杉駅周辺 
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